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平成２４年度における入札・契約制度の改善について 

 

 

  本市では、入札・契約制度の公平性・透明性・競争性の確保に向け取り組んでいるところですが、

厳しい経済情勢を踏まえ、建設工事において品質及び安全の確保の観点から最低制限価格の算定方

法を見直す等の改善を行います。 

 

Ⅰ 最低制限価格について（建設工事） 

 最低制限価格について、算定方法の見直しを行います。 

１ 実施時期 

    平成２４年４月１日以降に入札案内及び公告する案件より適用する。 

 ２ 対象 

    契約課において実施する建設工事の入札 

３ 算定方法の見直しの内容 

【現行】 ※業種に応じて、表中の算定式を基準に最低制限価格を算定します。 

工事の種類 算定式 

土木･ほ装・鋼構造

物･造園工事 

[直接工事費]×95%＋[共通仮設費]×90%＋[現場管理費]×60%＋[一般管理

費]×30% 

建築･電気･管工事 
{直接工事費－(直接工事費×10%)}×95%＋[共通仮設費]×90%＋{現場管理費

＋(直接工事費×10%)}×60%＋[一般管理費]×30% 

その他の工事 
[直接工事費]×90%＋[共通仮設費]×90%＋[現場管理費]×60%＋[一般管理

費]×30% 

※これによることが出来ない場合は、個別に設定します。 

 

 

【変更後】 ※業種に応じて、表中の算定式を基準に最低制限価格を算定します。 

工事の種類 算定式 

土木･ほ装・鋼構造

物･造園工事 

[直接工事費]×95%＋[共通仮設費]×90%＋[現場管理費]×80%＋[一般管理

費]×30% 

建築･電気･管工事 
{直接工事費－(直接工事費×10%)}×95%＋[共通仮設費]×90%＋{現場管理費

＋(直接工事費×10%)}×80%＋[一般管理費]×30% 

その他の工事 
[直接工事費]×90%＋[共通仮設費]×90%＋[現場管理費]×80%＋[一般管理

費]×30% 

 

 

 



Ⅱ 低入札価格調査制度における調査基準価格及び調査最低制限価格について（建設工事） 

調査基準価格及び調査最低制限価格について、算定方法の見直しを行います。 

１ 実施時期 

   平成２４年４月１日以降に入札案内及び公告する案件より適用する。 

２ 対象 

   契約課において実施する建設工事の入札 

３ 算定方法の見直しの内容 

【現行】 

【調査基準価格】※業種に応じて、表中の算定式を基準に調査基準価格を算定します。 

工事の種類 算定式 

土木･ほ装・鋼構造

物･造園工事 

[直接工事費]×95%＋[共通仮設費]×90%＋[現場管理費]×60%＋[一般管理

費]×30% 

建築･電気･管工事 
{直接工事費－(直接工事費×10%)}×95%＋[共通仮設費]×90%＋{現場管理

費＋(直接工事費×10%)}×60%＋[一般管理費]×30% 

その他の工事 
[直接工事費]×90%＋[共通仮設費]×90%＋[現場管理費]×60%＋[一般管理

費]×30% 

   ※これによることが出来ない場合は、個別に設定します。 

 

【調査最低制限価格】※業種に応じて、表中の算定式を基準に調査最低制限価格を算定します。 

工事の種類 算定式 

土木･ほ装･鋼構造

物･造園工事 

[直接工事費]×80%＋[共通仮設費]×75%＋[現場管理費]×60%＋[一般管理

費]×30% 

建築･電気･管工事 
{直接工事費－(直接工事費×10%)}×80%＋[共通仮設費]×75%＋{現場管理

費＋(直接工事費×10%)}×60%＋[一般管理費]×30% 

その他の工事 
[直接工事費]×75%＋[共通仮設費]×75%＋[現場管理費]×60%＋[一般管理

費]×30% 

   ※これによることが出来ない場合は、個別に設定します。 

 

【変更後】 

【調査基準価格】※業種に応じて、表中の算定式を基準に調査基準価格を算定します。 

工事の種類 算定式 

土木･ほ装・鋼構造

物･造園工事 

[直接工事費]×95%＋[共通仮設費]×90%＋[現場管理費]×80%＋[一般管理

費]×30% 

建築･電気･管工事 
{直接工事費－(直接工事費×10%)}×95%＋[共通仮設費]×90%＋{現場管理

費＋(直接工事費×10%)}×80%＋[一般管理費]×30% 

その他の工事 
[直接工事費]×90%＋[共通仮設費]×90%＋[現場管理費]×80%＋[一般管理

費]×30% 

   ※これによることが出来ない場合は、個別に設定します。 

 

 

 



【調査最低制限価格】※業種に応じて、表中の算定式を基準に調査最低制限価格を算定します。 

工事の種類 算定式 

土木･ほ装･鋼構造

物･造園工事 

[直接工事費]×85%＋[共通仮設費]×75%＋[現場管理費]×70%＋[一般管理

費]×30% 

建築･電気･管工事 
{直接工事費－(直接工事費×10%)}×85%＋[共通仮設費]×75%＋{現場管理

費＋(直接工事費×10%)}×70%＋[一般管理費]×30% 

その他の工事 
[直接工事費]×80%＋[共通仮設費]×75%＋[現場管理費]×70%＋[一般管理

費]×30% 

   ※これによることが出来ない場合は、個別に設定します。 

 

Ⅲ 最低制限価格について（コンサルタント） 

 建設コンサルタント業務等の積算基準が見直されたことにより、建設関連コンサルタント（測量・

建築コンサルタント・土木コンサルタント・地質調査・補償コンサルタント）の最低制限価格を見直

します。 

１ 実施時期 

    平成２４年４月１日以降に入札案内及び公告する案件より実施する。 

 ２ 対象 

    契約課において実施する建設関連コンサルタント（測量・建築コンサルタント・土木コンサル

タント・地質調査・補償コンサルタント）の入札 

 

Ⅳ 前金払について（建設工事） 

前金払が出来る条件について、見直しを行います。 

１ 実施時期 

  平成２４年４月１日以降に入札案内及び公告する案件より適用する。 

２ 対象 

   契約課において実施する建設工事の入札に係る契約 

３ 条件の見直しの内容 

【現行】 

 

 

 

 

 

 

 

【変更後】 

 

 

 

次のすべてに該当する工事であること。 

１ 保証事業会社の保証のある工事 

２ 建設業法別表上欄に掲げる工事 

３ 工期が９０日以上の工事 

４ 契約金額が１件５００万円以上の工事 

次のすべてに該当する工事であること。 

１ 保証事業会社の保証のある工事 

２ 建設業法別表上欄に掲げる工事 

３ 工期が６０日以上の工事 

４ 契約金額が１件５００万円以上の工事 


